


本資料の位置づけ

 再エネは地域固有の資源であり、事業の主体を地域の住⺠や企業、団体等が担い、地域⾦融機関等の地域資⾦を活⽤す
る「地域主導型」の事業とすることで経済や防災などでメリットが大きい。

 一方、景観や騒音等のトラブルなど、地域と共生しない再エネでは、持続的な利活⽤ができない。
 地域にメリットをもたらす「地域主導型」の再エネ事業への支援を条例によって規定したうえで推進することで、地域

内への再エネ導入が着実に促進されると考えられる。

再エネに関する条例の
「目的」別制定数の推移
「事業促進」「地域資源
※」「事業抑制」

本資料は、地域と共生し地域に裨益する再エネ事業を地域が主体となって行うことを地方公共団体が支援
する条例制度について、⻑野県飯⽥市における事例をまとめたものです。
地域の再エネ事業を地方公共団体が支援することの意義

再エネの地域との調和
や適切な維持管理を求
める条例の例






